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Development of Experiment equipment for LOX related combustion 
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液化酸素と可燃性物質の混合物を安全に爆発・燃焼試験ができる燃焼試験装置の開発を

行なった。いくつかの重要な容器の予備的な爆発試験を実施して最適化をしたうえで,液

化酸素と液化メタンの混合液に着火・爆発させ,試験装置に想定外の損傷がないことを確

認した。これらの評価から,本装置は今後,液化酸素と可燃性物質が共存する系で,安全に燃

焼・爆発実験が可能になることを示した。 

 
Experiment equipment for LOX related combustion and/or explosion has been developed. We 

have confirmed that the experiment can test explosion experiments safety by preliminary tests  of 

several important vessels. Finally, we estimated that the equipment can be used explosion test that 

include LOX and flammables mixture systems with safety.  

 
1.はじめに 

 酸素ガスが関わる燃焼や爆発の試験装置は ,可
燃性ガスの爆発範囲の測定や最小着火エネルギー

の測定の他 ,酸素ガス中での自然発火温度測定な

ど,これまでに多くの方法が紹介されている。また

酸素ガスが関わる燃焼や爆発事故に関わる再現実

験等も ,事故時の条件を再現したうえで実施する

ことは ,これまでに多くの実施例が紹介されてい

る。一方,液化酸素に可燃性物質が混合している系

の爆発濃度範囲や,着火エネルギーの測定,爆発威

力の測定の他,金属片,触媒能力のある表面を持つ

物質が共存する系など,液化酸素に固体や他の可 
燃性物質が共存する条件での燃焼や爆発実験の報

告例は少ない 1-4)。更に安全に繰り返し実施できる

手法についての紹介は非常に少ない。そのためこ

れら酸素ガスが液の状態で燃焼・爆発をさせるこ

とのできる試験装置を開発することは ,上記燃焼

範囲や着火エネルギーの測定の他 ,液化酸素が関

わる事故の再現実験を安全に ,かつ再現性よく実

施するうえで,非常に重要な課題である。 
 これまでの液化酸素が関わる爆発 ,燃焼実験方

法 で代表 的なも のとして は ,ASTM D2512-
95(2002)があるが ,同試験方法は液化酸素中に浸

漬した可燃性固体(主にアルミニウムなどの金属

薄板)に 100J の機械的な衝撃を与えて,金属の燃

焼有無を測定するものである。本方法は着火源が

機械的衝撃に限られる他 ,液化酸素に溶解した可

燃性物質やその他の夾雑物が共存する系に応用す

ることはできない。 
 また ,ロケット推進薬として使用する液化酸素

と液化メタンが ,事故等により地上で爆発したこ

とを想定し ,これら混合物に着火させた報告もあ

るが,これらは常温,常圧での実験であることや爆

発したときの周囲への影響を観察することが目的

であり ,ガス組成や液組成が連続的に変化する系

であること ,気相での着火及び火炎の液相へ伝播

に再現性がないなど ,爆発範囲の推定や着火エネ

ルギーの測定に応用することは困難である。 
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 これらの背景から,筆者らは,一定の温度,圧力条

件の基で液化酸素が関わる燃焼 ,爆発実験を安全

に ,かつ繰り返し精度良く実施できる実験装置の

開発を以下におこなった。 
 
2.装置の原理と構造 

 固体 ,液体の爆薬は ,TNT の爆発威力と比較し

TNT 換算値として表す場合がある。液化酸素と液

化メタンの混合物が爆発したときの正確な TNT
換算値は計測されてはいないが,薄葉らは 1 以下

としている 2)。 
 また,TNT が密閉容器中で爆発させたときの発

生する内圧を Fig.1 に示す 5)。これらから,一定量

の液化酸素と液化メタンの混合物が定容容器内で

爆発したときの容器内壁が受ける圧力を予想する

ことができる。 
 一方 ,液化酸素及び可燃性物質を一定の組成で

繰り替えし,同条件で着火,爆発させる試験設備に

は,以下の機能が必要である。 
・試料容器内が 90K 前後の温度,大気圧付近の圧 
 力が定常的に一定に保てること 
・試料の爆発に伴う排ガスが系外に確実に排気で 
 きるシステムであること 
・爆発に伴う発生圧力及び構成部品類の破損によ 
 る損傷から十分に耐えられる強度のある容器内 
 に試料溶液を保持できること(排ガスの系外へ 
 の排出ができなかった場合も含む) 
・安定かつ定量化した着火エネルギーを供与でき 
 ることなどが上げられる。 
 これらの条件を満たした試験設備の構成を以下

に示し ,これらの開発に伴う実験を次項以降に解

説する。 

 開発した試験設備の概念図を Fig.2 に示し,試験

設備の基本構成とその概要を以下に示す。設備の

主 な 構 成 は 試 料 液を 貯留 す る 液 化 容 器 (liq. 
vessel) と そ の 周 囲 を 囲 む 耐 圧 容 器 (Pressure 
vessel),が真空断熱槽(Vacuum insulation vessel)
内に納められる他 ,耐圧容器には排ガスを系外に

放出するための圧力開放機構 (Release cap)及び

ガス導入配管が接続される。これら詳細を以下に

解説する。 
 液化容器と耐圧容器の概念図を Fig.3 に示す。



大陽日酸技報 No. 33(2014) 

－  － 3 

液化容器は耐圧容器の中心部に装備され ,後述の

He 冷凍機により冷却される。容器の上部(以下,
ブロック部)には試料となるガスの導入配管及び

着火のための放電電極が装備できる構造である。

液化酸素を貯留する部分 (以下 ,液溜め部 )及びブ

ロック部は銅など熱伝導の良い材質で製作さ

れ ,He 冷凍機からの冷熱を固体熱伝導で導き ,冷
却ができる構成と形状であるとともに ,液溜め部

の肉厚は可能な限り薄肉であることが好ましい。

これらは,次項実験例で更に詳細に説明を加える。 
 耐圧容器は ,想定される爆発物量と耐圧容器容

積の関係から,Fig.1 により必要な耐圧を想定した

うえで ,耐圧容器底部には固体熱伝導の経路を確

保するための銅製の貫通部を設けている。 
耐圧容器上部には ,爆発時の排ガスを可能な限り

素早く系外に排出できるよう ,圧力開放機構を設

けている。圧力開放のための Release cap は,可能

な限り軽量であり ,周囲に衝突して容易に変形し

て衝突のエネルギーを吸収し ,できるだけ外部に

影響がないことが重要である。 
 更に ,液化容器へ試料ガスを導入するためのガ

スコントロール部として,Fig.4 に示す機器類を装

備した。 
 筆者らは ,上記各構成部品設計の適性及び総合

的な機能を評価するために以下実験をおこなった。 
 
３．実験 
3-1.常温爆薬試験 
(1)液化容器 
 液化容器は,試料ガスの導入や液化の他,他の夾

雑物を系内に導入できる構造である他,液が着火,
爆発するときに同時に破損しやすいことが求めら

れる。更に,破損容器破片が飛び散ったときの周囲

へのダメージや製作コストなども考慮すべきであ

る。筆者らは ,液化容器の構造を最適化するため

に , いくつかの液化容器を試作し ,液化酸素と

液化メタン当量混合物が爆発するときと威力が

同等以上のトリメチレントノリニトロアミン

((CH2)3(NNO2) 3)を主成分とする C４爆薬を容器

に充填し,大気圧,開放系で爆発実験をおこなった。

液化容器の近傍には底部と側部それぞれ約

50mm,100mm の場所に鉄板を置き,爆発後に容器

破片の衝突痕を目視観察した。試験方法のイメー

ジを Fig.5 に示す。試作容器は,①ロー付け構造と,
②削り出し構造を試験した。ロー付け構造の容器

は ,市販の銅配管 (OD15.8mm,t=1)にキャップ

(ID15.8,深さ 11mm)を銀ローで溶接した。削り出

し容器は,外径 15.8mm,t=0.2mm の削り出し部品

をそれぞれ電極が装着できる銅ブロックに溶接し

た。また,C４爆薬の着火には雷管を使用した。 
 
(2)耐圧容器 
 耐圧容器には ,液化容器内での爆発による破損

がないことが最も要求される他 ,圧力開放機構の

機能も確認する必要がある。耐圧容器は,液化酸素

と液化メタン当量混合物が最大で 3mL 爆発した

ときに受ける爆発圧力を Fig.1 から推定し,安全率

を約 2 倍として容器の耐圧及び容積を決定した。
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耐圧容器容積を約 8L とし,耐圧を 5MPa として設

計した。また,圧力開放部分は排ガスを排出できる

面積を最大にできるようレイアウトを検討し ,約
100mmφの口径を確保した。前記液化容器の試験

で ,耐圧容器への損傷が少ないと期待された構造

である削り出し構造の容器に C4 爆薬を装填し,耐
圧容器内で雷管を使用して爆発試験を行なった。

液化酸素と液化メタンの当量混合液 3mL と同等

の C4爆薬量は約 4.1gであるが,容器の耐爆性能を

検証するための試験であるため,C4 爆薬を 5g 装

填した。耐圧容器外表面胴部中央には,歪みゲージ

を取り付け,爆発時の容器の歪みを計測した。 
3-2.実液試験 
 上記常温爆薬試験において ,爆発時の損傷や各

部位の設計健全性を確認したうえで ,液化容器を

耐圧容器内に収納し,He 冷凍機で液化温度まで冷

却した。更に液化容器内に液化酸素及び液化メタ

ンを調製し ,液化容器ヘッドスペースで放電着火

させ ,実験設備が期待通りの性能を確保するかど

うかの確認試験をおこなった。 
 
4.結果 

4-1 液化容器試験 
 ロー付け容器と削り出し容器の爆発後の写真及

び底部,側部の鉄板への破片の衝突痕比較を Fig.6

に示す。削り出し容器はロー付け容器に比べ明ら

かに鉄板への粒子衝突痕が浅く ,衝突した粒子も

細かく ,均一に分散していることが観測されてい

る。また容器上部に溶接により接続されている銅

ブロックについても ,ロー付け容器の方がダメー

ジが大きいことがわかる。これらから液化容器の

肉厚はできるだけ薄く ,容器材質量も少ないほど

外部へのダメージが少なく ,液化容器の耐圧も小
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さいことが望ましいことがわかる。 
4-2 耐圧容器試験 
 耐圧容器胴部中央に添付した歪みゲージの計測

結果を Fig.7 に示す。爆発直後に最大 0.2%の歪み

量を計測しているが,時間とともに減衰し,元の状

態に戻っていることがわかる。また,実験を通じて

圧力開放機構の動作も想定の通りに作動し ,耐圧

容器自体にも損傷がなかったことから ,耐圧容器

内で安全に爆発実験が可能と判断された。 
4-3 実液試験 
 実液試験の着火時の条件と結果をまとめて

Table 1に示し、損傷した液化容器を Fig.8に示す。

表では,気相だけが爆発したと推定される結果(以
下爆燃とする)と,液相も爆発したと推定される(以
下爆轟とする)例を示す。爆轟が観測された実験で

は ,爆燃時よりはるかに大きな爆発音を観測して

いるが ,どちらの条件も耐圧容器には損傷がな

かった。液化容器や Release cap,耐圧容器内の

リード線 ,圧力センサの受圧部など破損が予想さ

れる箇所以外にも損傷は観測されず ,爆発実験が

安全にできる設備であることを確認した。 

Table 1 Test Results 

Sample  CH4 Concentration(%) Spark Enagy Results 

No. Gas Phase Liq.Phase (mJ)  

1   13 64  28 Deflagration 

2   13 45 252 Detonation 

 
5.考察 

5-1 液化容器 
 先に述べたとおり,液化容器は,爆発時に容易に

損壊する構造であるほど ,耐圧容器へのダメージ

が少なくてすむことがわかった。耐圧容器へのダ

メージは ,液化容器破片の量と飛散分布が大きく

関わってくると考えられる。飛散量は液化容器を

構成する素材量に比例するため ,素材量は少ない

ことが好ましい。また,ロー付け構造のように,一
部分でも素材量が多い部位があると ,その部分が

飛散したときに多量の破片が集中して衝突するこ

とが Fig.6 からもわかる。更に液化容器の耐圧性

が高いと ,爆発時に大きな爆発エネルギーが蓄積

するまで液化容器が損壊しないことで ,液化容器

破片が大きな運動エネルギーをもって耐圧容器壁

に衝突することが予想される。これらから,液化容

器はできるだけ損壊しやすい構造 ,素材で構成さ

れることが望ましいと考えられる。 
5-2 耐圧容器及び圧力開放機構 
 液化容器内で爆轟が発生した場合 ,受ける衝撃

波よりも圧力開放機構の作動が遅いことが十分に

予測できる。従って耐圧容器の強度は,圧力開放機

構の作動がなくても十分な強度及び容積を確保す

る必要がある。本実験では圧力開放機構の動作に

より完全な密閉系での爆発ではないものの ,爆発

の圧力に十分耐えられるものであり ,かつ一次的

な内圧を受けても歪みが元に戻っていることなど

からも ,繰り返しの爆発実験にもある程度耐えう

ると判断できる。 
 また排気ガス放出時には Fig.2 に示す Release 
cap が飛翔するため,Release cap 本体も軽量で損

壊しやすい構造と材質を選択することが好ましい。 
5-3 実液試験 
(1)爆轟と爆燃について 
 Table 1 に示す実験結果において,液中のメタン

濃度が非常に濃いときの着火では ,爆音が少なく

液化容器の破片が大きい傾向にあった。これに対

し液組成が薄い条件では ,爆音が遥かに大き

く,Fig.8 に示す様に液化容器の破片が非常に細か

いことが観測されている。特に破片の大きさにつ

いては ,反応速度や爆速に大きく影響があると推

定され,液組成が濃い条件では,気相のみが着火し,
その火炎が液相に伝播せず ,容器も爆燃により

ゆっくりと損壊したことが破片を大きくした要因

と推定できる。一方,液組成が薄い場合は,気相の

火炎が液相に伝播後 ,液状態のまま燃焼反応がお

き ,大きな爆発音とともに大きな力が急激に液化

容器にかかり,容器を破損させたと推定される。 
(2)メタン−酸素系爆発について 
 メタン-酸素系の爆速は,ガスでは約 2km/sec,液
体混合物では 5〜6km/sec であるとされている(い
ずれもメタン 30〜40%濃度のとき)4)。常温爆薬試
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験で使用した C4 爆薬は,今回の使用条件では爆速

約 7km/sec であり,本実験のように凝縮系で威力

のある爆轟を呈する 6)。従って,メタン−酸素系を

想定した予備的な評価実験として,C４爆薬の使用

は妥当であると考えている。常温爆薬試験におけ

る液化容器の破片は ,実液試験における爆轟した

と推測されたときの破片形状に似ており ,これら

からも液化メタン−酸素混合物が爆轟したときの

爆発現象は C４爆薬のそれに近いものであったと

考えられる。 
 一方 ,液化酸素と液化メタンの混合物の爆発範

囲や着火の有無については ,いくつかの文献があ

るものの ,その濃度範囲や着火エネルギーについ

ては,現段階ではデータが少なく,更に再現精度が

期待される。 
 
6. まとめと今後の課題 

 これまでの結果から ,液化ガスの爆発実験を安

全に再現性よく実験可能な試験設備の開発に成功

した。本報告中の実液試験での液化酸素と液化メ

タン混合物の爆発試験は,利用の一例であり,今後

は本試験設備を基本構造として, 
・液の爆発範囲,着火エネルギーの測定や爆発威力 
 の測定などの他 
・液化ガスが共存する系での事故の再現試験 
・夾雑物共存下で安全性評価 
などに,利用することができると期待される。特に

近年の事例として常温の酸素ガスで使用が認めら

れているグリスなどを使用した可能性のある液酸

が関与する火災事故も発生しており ,夾雑物が共

存する液化ガスの爆発実験の必要性に応えられる

と考えている 7)。 
 一方 ,これまでの試験装置の開発及び爆発試験

から, 
・液化容器内の混合状態 
・着火方法や着火エネルギーの定量化 
・日本国内における法対応 
などいくつかの解決すべき点があげられる。今後

は運用をしながらこれら課題を解決させてゆく予

定であるとともに ,測定する目的や対象に最適化

した更なる改造や開発をする計画である。 
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